
平成29年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00040

事務事業名称 02項 目 08 整理番号款 01 事業 003 041防災会議運営等

連絡先 昨年度
現担当課名 防災課 係名 防災計画担当係 3603 041整理番号電話番号

上位施策No・施策名 02減災の視点に立った防災対策の推進 予算事業区分 既定事業

事業開始 昭和38年度

平成28年度
防災課 事業評価区分 一般

担当課名

対象 災害対策基本法（第5、16、42条）根拠 （１）区民、事業者（帰宅困難者等を含む）及び防災関係機関 法令
等

杉並区防災対策条例第9～12条（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
防災会議開催回数務 ○杉並区地域防災計画の策定（改定）を行うとともに、 指標名（１）

区民への「自助・共助・公助」の考えの浸透や平常時か事
ら災害に備えることで、発災時に被害を最小限にとどめ 指標説明業 地域や区民の生命及び身体・財産を守る。

の
指標名（２）概

要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○杉並区地域防災計画を推進するため、区及び防災

成果指標関係機関等で構成する「杉並区防災会議」（会長は
防災会議への委員の出席率区長、委員数35名以内、平成28年4月1日の委員は33 指標名（１）

名）を開催する。
平成28年度は、防災会議を1回開催指標説明

指標名（２）

指標説明

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度平成26年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

回活動指標（１） 1 33.32 3 0 3 1 3

活動指標（２） 2指
％標 成果指標（１） 3 87.8 100 0.0 100 100.0 100 100.0

4成果指標（２）

平成28年度千円5 20.0事業費 4,829 6,954 5,550 754 151 13,423予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項
平成26年度・27年度の

（内）委託費 7 千円 4,515 2,106 1,915 106 19 12,278事業費には、地域防災
計画修正委託の費用を

8 人 2.80 2.00 2.50 2.00 2.00 3.00常勤職員数 含む。職
平成28年度の事業費は再任用職員数員 9 人 1.10 1.00 1.03 1.00 1.00 0.00
、防災会議運営費のみ数 。0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00非常勤職員数 人10
平成29年度の事業費に

総 は、地震被害シミュレ常勤職員分 千円11 24,668 17,620 21,868 17,494 17,124 25,686
人事 ーション調査委託の費

用を含む。件 12 千円業 再任用職員分 4,455 4,050 4,263 4,139 4,390 0
費 費

千円非常勤職員分 13 0 0 0 0 0 0・
コ 総事業費 33,952 28,624 31,681 22,387 21,665 39,10914 千円ス (5+11+12+13)
ト 単位当たりコスト 16,976,0009,541,333 0 7,462,33321,665,00013,036,33315 円((14-6）÷1)把
握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 0 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 0 0 0 0 0 018 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 0 0 0 0 0 020 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 33,952 28,624 31,681 22,387 21,665 39,10921 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）

IP27PA10



平成29年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 041

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

11 名分 132防災会議開催に伴う委員報酬の支出平
成

1 回分 19杉並区防災会議会議録作成委託2
（１）主な取組8

年
度
の
事

その他（ ）業
実 受援計画に関して防災会議を開催した。
施
状
（２）事業実績況

　平成24年に東京都が公表した「首都直下地震等による東京の被害想定」に基づき、平成25年に地域
防災計画を修正しました。この修正では、東日本大震災など最近の大規模地震から得た教訓などの提
言を反映し策定しました。その後、平成26年7月に修正された東京都地域防災計画や災害対策基本法

事業開始当初から の改正などを受け、平成27年に「減災目標」を設定するなどの修正を行いました。
現在までの変化

事
業

　平成23年3月11日の東日本大震災を踏まえ、区民等の防災意識を風化させないために、首都直下地環
震に対して杉並区地域防災計画に掲げている取り組みの実効性を高めていくことが求められています

境 。事業に対する意見
の
（事業に対する期待・

変
　要望・苦情など）

化
と
方
向

　平成28年4月に発生した熊本地震を受け、東京都の被害想定の見直しや東京都地域防災計画の修正性
などを見据えながら、杉並区地域防災計画を修正してまいります。また、合わせて、業務継続計画の
見直し、受援計画の策定についても進めていきます。

今後（3～5年）の予測
と方向性

　地域防災計画の実効性を高めるためには、ＰＤＣＡサイクルによる継続的な見直しを恒常的に行う
ことが必要であるという認識のもとに修正を行ってきました。引き続き、継続的な見直しを行うとと
もに、業務継続計画の見直し、受援計画の策定にも取り組んでいきます。

評価と課題

Ⅰ 事業コストの方向性 縮小
翌年度予算の方向性

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）・実施主体の見直し

翌 　平成29年度に実施したライフライン被害や避難者予測などソフト面に関してのより精度の高いシミ
ュレーション調査結果を、今後の震災対策や地域防災計画などに活用して、災害に強い安全・安心な年
まちづくりを進めます。度

の
翌年度予算の方向性の方
理由・内容針
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平成29年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00041

事務事業名称 02項 目 08 整理番号款 01 事業 004 042消防団等運営助成

連絡先 昨年度
現担当課名 防災課 係名 管理係 3602 042整理番号電話番号

上位施策No・施策名 02減災の視点に立った防災対策の推進 予算事業区分 既定事業

事業開始 平成 9年度 実行計画事業 目標01 施策 02 計画事業 01

平成28年度
防災課 事業評価区分 一般

担当課名

対象 消防組織法根拠 （１）消防団、防火防災協会、少年消防クラブ・消防少年団 法令
等

特別区の消防団の設置等に関する条例（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
消防団員数務 ○各団体の活動を支援することで、地域防災力の一層の 指標名（１）

向上を図るとともに区民の安全・安心を高めていく。事
指標説明業

の
指標名（２）概

要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○消防団の運営活動、防火防災協会及び少年消防ク

成果指標ラブ消防少年団の防災意識高揚のための事業に対す
消防団員の充足率る補助金の交付である。 指標名（１）

指標説明

指標名（２）

指標説明

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度平成26年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

人活動指標（１） 1 84.4670 750 639 750 633 750

活動指標（２） 2指
％標 成果指標（１） 3 89.0 100 85.0 100 84.4 100 84.4

4成果指標（２）

平成28年度千円5 96.9事業費 12,719 13,089 12,702 13,089 12,688 13,093予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項

（内）委託費 7 千円 0 0 0 0 0 0

8 人 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50常勤職員数
職
再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

数
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00非常勤職員数 人10

総 常勤職員分 千円11 4,405 4,405 4,374 4,374 4,281 4,281
人事
件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 0 0 0

費 費
千円非常勤職員分 13 0 0 0 0 0 0・

コ 総事業費 17,124 17,494 17,076 17,463 16,969 17,37414 千円ス (5+11+12+13)
ト 単位当たりコスト 25,558 23,325 26,723 23,284 26,807 23,16515 円((14-6）÷1)把
握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 0 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 0 0 0 0 0 018 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 0 0 0 0 0 020 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 17,124 17,494 17,076 17,463 16,969 17,37421 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）

IP27PA10



平成29年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 042

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

6 団体 12,409消防活動への助成平
成
2
（１）主な取組8

年
度
の
事

その他（消防団員の表彰ほか 279）業
実 　消防団の運営活動、防火防災協会及び少年消防クラブ消防少年団の防災意識高揚のための各種事業
施 施に対して、補助金を交付して団体活動の支援を行いました。また、消防団分団本部施設については
状 、区有地を活用した整備を図るため関係課との調整を行いました。（２）事業実績況

　消防署は常設の消防機関であるのに対し、消防団は、本業の傍ら、地域の安全と安心を守るために
活動する人々を団員とする消防機関の一つであり、地域の消防力・防災力の向上において重要な役割
を担っています。各消防団の定員は「特別区の消防団の定員、任免、給与、服務等に関する条例」（

事業開始当初から 都条例）第2条に基づき「消防団の配置定員」（昭和24年7月16日規則第118号）により定められてお
りますが、区内で消防団員活動が可能な自営業者の減少や団員の高齢化による退団等により、消防団現在までの変化
員の定員割れが続いています。

事
業

　平成23年3月の東日本大震災や平成28年4月の熊本地震での被害状況から、いつきても不思議ではな環
い首都直下地震に備えて、区民（防災市民組織・震災救援所運営連絡会）は、地域の防災リーダーで

境 ある消防団員と連携した取り組みを望んでいます。事業に対する意見
の
（事業に対する期待・

変
　要望・苦情など）

化
と
方
向

　消防団協力事業所表示制度や特別区学生消防団活動認定制度など、企業や学生に対し消防団員の確性
保策を講じていますが、消防団員として多くを占める自営業者の減少や高齢化による退団等から、今
後も消防団員の確保は難しい状況が続くものと思われます。平成28年11月に都知事から「東京2020オ
リンピック・パラリンピック競技大会に向けて、消防団の活動能力を強化するための方策はいかにあ今後（3～5年）の予測
るべきか」の諮問を受け、現在、消防団運営委員会において検討を進めています。今後も、都や消防と方向性
署と連携して、消防団の拡充に向けて様々な取り組みを行っていきます。

　消防団は、「自分たちの街は自分たちで守る」との強い意志のもと、住民の自発的な参加によって
維持されている組織であり、地域住民による消防団を強化することは、地域防災力を高めていくうえ
で重要な課題の一つです。また、地域に身近な消防団員を確保することで、区民の安心・安全にも繋
がります。区では消防団等への助成や募集パンフレットの作成などにより、団員数の確保に努めてい評価と課題 ますが、不足の解決には至っていません。また、消防団の活動拠点である分団本部施設が、区有地の
貸与や区施設との複合化などにより整備を進めていますが、整備されていない分団が複数あります。

Ⅰ 事業コストの方向性 現状維持
翌年度予算の方向性

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 対象外

翌 　消防団員の確保に向けた普及啓発活動を消防署と連携して取り組むほか、成人式や区内にある大学
や専門学校などに募集パンフレットの配布を行います。また、消防団の重要性や活動内容を区民に理年
解を得るため、防災市民組織や震災救援所運営連絡会の活動の場などを活用し、募集と併せて消防団度
活動を周知します。さらに、将来の地域の消防団員候補となる少年消防クラブ消防少年団の活動を支の

翌年度予算の方向性の 援します。方
理由・内容 　消防団分団本部が整備されていない分団に対して、用地確保に向けた調整などを行っていきます。針
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平成29年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00042

事務事業名称 02項 目 08 整理番号款 01 事業 005 043防災意識の高揚

連絡先 昨年度
現担当課名 防災課 係名 地域防災係 3609 043整理番号電話番号

上位施策No・施策名 02減災の視点に立った防災対策の推進 予算事業区分 既定事業

事業開始 昭和47年度 実行計画事業 目標01 施策 02 計画事業 01 04 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

平成28年度
防災課 事業評価区分 一般

担当課名

対象 災害対策基本法根拠 （１）区民、防災市民組織、震災救援所運営連絡会、職員、関 法令係機関
等

東京都震災対策条例（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
防災訓練の実施回数務 ○防災意識の啓発：区民の防災意識や災害時の対応力を 指標名（１）

高め、被害を軽減する。事
○震災訓練等：実効性のある防災訓練を実施し、災害時 指標説明業 の減災を図り、区民の生命と財産を守る。

の 震災救援所運営連絡会の実施回数
指標名（２）概

要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○防災意識の啓発：防災講演会年１回、防災物資あ

成果指標っせん（通年）
防災訓練の参加者数○震災訓練等：震災救援所年１回以上ほか、各自主 指標名（１）

防災組織の訓練（随時）
○補助金：各震災救援所運営連絡会年24,000円（運 指標説明
営経費）、各自主防災組織活動助成（平均約125,00
0円） 震災救援所訓練の参加者数指標名（２）

指標説明

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度平成26年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

回活動指標（１） 1 91.0430 500 442 500 455 500

回活動指標（２） 2 92.0175 200 193 200 184 200指
人標 成果指標（１） 3 47,119 36,300 37,244 37,000 38,775 37,600 104.8

人4成果指標（２） 99.419,181 20,000 19,081 20,000 19,877 20,000

平成28年度千円5 85.8事業費 54,137 52,701 47,121 71,797 61,625 56,817予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項

（内）委託費 7 千円 6,498 9,519 9,002 12,026 10,766 10,475

8 人 4.69 4.00 4.53 3.50 3.87 2.90常勤職員数
職
再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.50 0.56 0.00

数
2.12 2.00 2.00 2.00 0.00 0.00非常勤職員数 人10

総 常勤職員分 千円11 41,319 35,240 39,624 30,615 33,135 24,830
人事
件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 2,070 2,458 0

費 費
千円非常勤職員分 13 6,000 5,660 5,870 5,870 0 0・

コ 総事業費 101,45693,601 92,615110,35297,218 81,64714 千円ス (5+11+12+13)
ト 単位当たりコスト 235,944187,202209,536220,704213,666163,29415 円((14-6）÷1)把
握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 0 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 0 0 0 0 0 018 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 0 0 0 0 0 020 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 101,45693,601 92,615110,35297,218 81,64721 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）

IP27PA10



平成29年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 043

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

1 回 108防災講演会の実施（参加者数250人）平
成

153 組織 19,640防災市民組織の活動及び訓練等に対する助成2
（１）主な取組8

65 組織 1,494震災救援所運営連絡会活動及び訓練等に対する助成年
度

1 回 1,865総合震災訓練の実施（参加者数1,583人）の
事

その他（啓発資材の購入ほか 38,518）業
実 　首都直下地震を想定した総合震災訓練を井草森公園を中心に実施しました。震災救援所訓練等では
施 、地域住民が主体となる初期消火や救出救助訓練、スタンドパイプを活用した実践的な活動体験型の
状 初期消火・応急給水訓練などにも取り組み、災害対応力の向上を図りました。また、「女性の視点で（２）事業実績況 防災を考える」をテーマとして講演会を実施しました。

　建物倒壊や防火に主眼を置いた、まちづくりのハード面の防災対策から、ライフラインの断絶や避
難所での避難生活、災害時要配慮者への対応等ソフト面での防災対策等幅広い防災対策が求められて
います。また、区民の防災意識においても「自助・共助」の必要性が再認識され、「自分たちのまち

事業開始当初から は自分たちで守る。」という気運が浸透しつつあります。一方で、東日本大震災以降一時増加した、
区が実施している「防災用品あっせん事業」の取り扱い件数が時間の経過に比例して減少傾向にあり現在までの変化
ます。

事
業

　区民には、「自分の命は自分で守る」という意識が醸成されてきています。初期消火設備であるス環
タンドパイプの配備などの積極的な支援が求められています。

境 　また、ポンプ格納庫の増設や資器材を格納する防災倉庫設置の要望も増えています。事業に対する意見
の 　震災救援所の安定的な運営連絡会の活動のため、独自マニュアルの整備を行うなど、自主性と組織（事業に対する期待・ 力を活かした活動へ発展するための支援が求められています。変
　要望・苦情など）

化
と
方
向

　地域防災力の強化には、消防・警察などの関係機関、防災市民組織や震災救援所運営連絡会など各性
組織のより一層の連携が重要になります。そのために各組織や区単独の訓練だけではなく、関係機関
と連携し、より実践的な訓練を実施するともに、各防災市民組織の主催する訓練などに区が積極的に
支援するなど、区民の防災行動力向上と関係機関との緊密な連携が必要になります。今後（3～5年）の予測

と方向性

　震災訓練の実効性を高めるためには、老若男女を問わず幅広い区民の参加促進が欠かせません。そ
のため、引き続き子ども連れの家族層など幅広い区民が参加しやすい体験型訓練とするよう、内容の
見直しに取り組んでいきます。
　防災市民組織については、町会・自治会が主な母体となっていますが、役員の高齢化・固定化によ評価と課題 り、自主的機能や組織力の低下が課題となっているため、防災リーダーの養成を進めていきます。

Ⅰ 事業コストの方向性 現状維持
翌年度予算の方向性

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

翌 　全震災救援所において、女性の視点を取り入れた運営管理マニュアルの見直しを促進するとともに
、このマニュアルに基づく震災救援所立ち上げ訓練を実施し、震災救援所の円滑な立ち上げと運営が年
行えるよう積極的に支援していきます。度
　防災市民組織に対しては、より簡易に使用できる新たな初期消火器材の研究・検討を進めていきまの

翌年度予算の方向性の す。方
理由・内容 　また、地域区民センター協議会の防災フォーラムや減災ウォークラリーの開催など、地域の新たな針

取り組みについても、区の積極的な関与を検討していきます。
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平成29年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00043

事務事業名称 02項 目 08 整理番号款 01 事業 007 044災害応急対策

連絡先 昨年度
現担当課名 防災課 係名 管理係 3602 044整理番号電話番号

上位施策No・施策名 02減災の視点に立った防災対策の推進 予算事業区分 既定事業

事業開始 昭和38年度 実行計画事業 目標01 施策 02 計画事業 03

平成28年度
防災課 事業評価区分 一般

担当課名

対象 災害対策基本法根拠 （１）区の全域並びに区民の生命、財産および安全・安心を対 法令象
等

杉並区災害対策本部条例、同施行規則（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
水防配備態勢の回数（都市型災害対策緊急部務 ○防災センターの機能充実を図り、災害対策本部の対応 指標名（１） 隊含む）力が向上する。事

○災害発生時又は発生前に、職員参集の連絡を速やかに 指標説明業 行い、災害対応力を高める。
の 災害対策本部従事職員数（都市型災害対策緊

指標名（２）概 急部隊含む）
要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

○防災センターの維持管理
成果指標○職員非常呼集システムの運用管理

大雨・洪水警報発表後30分以内での本部立ち○休日・夜間警戒本部の運営 指標名（１） 上げ率○自治体間連携の推進
指標説明

指標名（２）

指標説明

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度平成26年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

回活動指標（１） 1 100.012 5 4 5 5 5

人活動指標（２） 2 113.41,504 700 650 700 794 600指
％標 成果指標（１） 3 100 100 100 100 100 100 100.0

4成果指標（２）

平成28年度千円5 91.4事業費 25,850 33,772 31,220 41,694 38,091 27,568予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項
平成29年度から都市型

（内）委託費 7 千円 14,992 20,184 18,466 29,577 28,239 15,595災害対策緊急部隊の編
制を変更しました。

8 人 2.10 1.80 2.16 1.80 3.69 2.00常勤職員数
職
再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.45 0.00

数
3.00 3.00 3.00 3.00 0.00 0.00非常勤職員数 人10

総 常勤職員分 千円11 18,501 15,858 18,894 15,745 31,594 17,124
人事
件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 0 1,976 0

費 費
千円非常勤職員分 13 8,490 8,490 8,805 8,805 0 0・

コ 総事業費 52,841 58,120 58,919 66,244 71,661 44,69214 千円ス (5+11+12+13)
ト 単位当たりコスト 4,403,41711,624,00014,729,75013,248,80014,332,2008,938,40015 円((14-6）÷1)把
握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 0 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 0 0 0 0 0 018 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 0 0 0 0 0 020 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 52,841 58,120 58,919 66,244 71,661 44,69221 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）
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平成29年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 044

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

31,780災害応急対策本部経費（防災センターシステム・高所カメラ維持管理ほか）平
成

725休日夜間警戒本部の運営2
（１）主な取組8

2,687自治体間連携の推進年
度
の
事

その他（防災一般管理 2,899）業
実 　大雨警報時に水防出動配備態勢や都市型災害対策緊急部隊を編成し、避難所開設や被害状況の把握
施 など迅速に対応することが施できました。また、平成28年11月に青梅市において第10回スクラム支援
状 会議を開催し、杉並区と交流自治体の首長が集まり、災害時における物流の支援・受援に関しては、（２）事業実績況 効率的にすすめるため担当者会議で詰めていくことを確認しました。

　平成17年9月4日の水害後に、都市型災害対策緊急部隊を編成し、休日・夜間においても速やかな対
応（災害情報の収集・提供や避難所開設など）が可能となりました。
　平成22年5月から気象警報発表区域の細分化が実施されたため、これに伴うシステム等の改修を行

事業開始当初から いました。
　平成24年3月から全職員への参集メール送信システムを構築し運用を開始しました。現在までの変化
　基礎自治体間が連携して、被災自治体を直接支援する水平的支援の仕組みの有効性が確認されたこ
とから、毎年自治体スクラム支援会議を開催しています。

事
業

　災害時において、防災情報の提供や災害発生時の速やかな対応が強く望まれています。環
　大規模災害が発生した場合の備えを万全とするため、基礎自治体間の連携した取り組みが求められ

境 ています。事業に対する意見
の
（事業に対する期待・

変
　要望・苦情など）

化
と
方
向

　いつ起こるかわからない災害に対して、職員の安否確認や災害対策本部の設置など迅速に対応でき性
るよう整備しておく必要があります。また、基礎的自治体が迅速かつ効率的に応急対策ができるよう
に、物流だけでなく人的な支援・受援体制を構築していくことになります。

今後（3～5年）の予測
と方向性

　急激な気象状況の変化に対応するため、水害対策組織における「警戒配備態勢」と「都市型災害対
策緊急部隊」に関して、これまでの被害や避難状況を踏まえて、より効率的かつ柔軟な態勢とするた
め改正しました。
　災害が発生した際における応急復旧対策を円滑に実施するため、現在、災害協定に基づいた相互支評価と課題 援体制を9自治体と構築しています。区が被災した際に、さらに有効な支援が受けられるよう、防災
協定の拡大や具体的な受援計画の策定などが今後の課題となっています。

Ⅰ 事業コストの方向性 現状維持
翌年度予算の方向性

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 実施主体の見直し・対象の見直し

翌 　いつか起きるかわからない災害に備えるため、職員の非常参集システムや防災地図アプリ「すぎナ
ビ」などにより、災害時の職員態勢や区民への情報提供の強化を図ります。年
　新たな災害協定締結にあたっては、区が被災した場合に有効な支援が得られる、また区が被災地に度
有効な支援を行えることが重要なポイントとなります。の

翌年度予算の方向性の 　区庁舎防災センター（西棟6階）の代替施設について、引き続き調査・研究してまいります。方
理由・内容針
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平成29年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00044

事務事業名称 02項 目 08 整理番号款 01 事業 008 045災害時情報連絡体制の確立

連絡先 昨年度
現担当課名 防災課 係名 情報通信担当係 3605 045整理番号電話番号

上位施策No・施策名 02減災の視点に立った防災対策の推進 予算事業区分 既定事業

事業開始 昭和56年度

平成28年度
防災課 事業評価区分 一般

担当課名

対象 災害対策基本法（第51、54、56条）根拠 （１）区内全体の住民 法令
等

東京都震災対策条例第45、46条（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
行政無線の局数（固定系）務 ○災害時の情報収集を迅速かつ的確に行い、区民に対し 指標名（１）

被害状況や避難勧告等の必要な情報を伝達し、情報不足事
によるパニック発生を防止する。 指標説明業

の デジタル地域防災無線の局数
指標名（２）概

要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○大地震等発災時における区民への迅速かつ正確な

成果指標災害情報の伝達や、防災関係機関等との情報連絡を
防災情報メール配信サービス登録者数行うための災害情報システム（防災行政無線など） 指標名（１）

の維持・管理
指標説明

指標名（２）

指標説明

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度平成26年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

か所活動指標（１） 1 100.8124 125 125 125 126 128

か所活動指標（２） 2 100.0225 225 225 225 225 225指
人標 成果指標（１） 3 14,430 15,000 15,747 16,500 17,296 19,000 104.8

4成果指標（２）

平成28年度千円5 98.1事業費 53,000 59,406 49,062 52,777 51,761 80,214予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項

（内）委託費 7 千円 45,055 50,630 40,840 46,533 46,175 74,578

8 人 1.20 1.00 1.08 1.00 1.00 2.00常勤職員数
職
再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

数
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00非常勤職員数 人10

総 常勤職員分 千円11 10,572 8,810 9,447 8,747 8,562 17,124
人事
件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 0 0 0

費 費
千円非常勤職員分 13 0 0 0 0 0 0・

コ 総事業費 63,572 68,216 58,509 61,524 60,323 97,33814 千円ス (5+11+12+13)
ト 単位当たりコスト 512,677545,728468,072492,192478,754760,45315 円((14-6）÷1)把
握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 0 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 0 0 0 0 0 018 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 0 0 0 0 0 020 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 63,572 68,216 58,509 61,524 60,323 97,33821 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）
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平成29年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 045

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

16,415地域防災無線・防災行政無線保守委託平
成

1,299地域防災無線・防災行政無線等工事2
（１）主な取組8

21,378気象情報ホームページ運用委託・気象情報提供委託　他年
度

11,629MCA無線・災害時優先携帯電話使用料　他の
事

その他（防災行政無線電波使用料ほか 1,040）業
実 　防災行政無線及び地域防災無線が正常に動作するように、各種機器の保守点検委託を実施しました
施 。また、英語版の防災・災害情報メールのシステムを構築し配信を開始しました。
状
（２）事業実績況

　熊本地震や局地的な大雨等の自然災害の発生により、防災情報への関心が高まってきており、防災
行政無線の重要性が再認識されています。

事業開始当初から
現在までの変化

事
業

　同報系行政無線局から放送する内容について、聞こえない、聞き取りにくいとの苦情が寄せられて環
います。

境
事業に対する意見

の
（事業に対する期待・

変
　要望・苦情など）

化
と
方
向

　熊本地震や局地的な大雨等の自然災害の発生により、防災情報への関心が高まってきており、同報性
系防災行政無線の重要性が再認識されています。今後については、区民にとって身近で有効な伝達媒
体である携帯電話やスマートフォン等の情報通信機器を活用し情報収集を行う区民が増加していくと
思われます。今後（3～5年）の予測

と方向性

　防災行政無線のデジタル化に伴い、無線放送塔からの放送内容が聞き取りにくい地域の解消に向け
、新たに無線放送塔を6か所に設置しました。また、電光表示板を3か所に設置、デジタル化戸別受信
機を720台設置しました。しかし、住環境の変化等により、無線放送塔からの放送内容が聞き取りに
くい地域は今後も増加していくと考えられることから、引き続き対策を講じていく必要があります。評価と課題

Ⅰ 事業コストの方向性 現状維持
翌年度予算の方向性

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

翌 　防災行政無線のデジタル化事業については、平成28年度で終了しましたが、今後についても災害情
報が迅速かつ正確に伝達できるように、防災行政無線システムの維持、管理を図っていきます。特に年
、無線放送塔からの放送が聞き取りにくい地域にについて調査等を実施し、無線放送塔の方向・音量度
の調整、無線放送塔の新設等、対策を講じていきます。その他、無線放送塔からの放送内容を伝達すの

翌年度予算の方向性の る補完する手段として整備した「災害・防災情報メール」配信サービス、「災害気象電話通報サービ方
理由・内容 ス」、「電話応答サービス」の周知に努めていきます。針

IP27PA11



平成29年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00045

事務事業名称 02項 目 08 整理番号款 01 事業 009 046防災施設整備

連絡先 昨年度
現担当課名 防災課 係名 地域防災係 3604 046整理番号電話番号

上位施策No・施策名 02減災の視点に立った防災対策の推進 予算事業区分 既定事業

事業開始 昭和42年度 実行計画事業 目標01 施策 02 計画事業 02 04 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

平成28年度
防災課 事業評価区分 一般

担当課名

対象 災害対策基本法根拠 （１）区内全域の住民 法令
等

東京都震災対策条例（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
備蓄倉庫・学校防災倉庫の整備数務 ○備蓄倉庫・学校防災倉庫の整備・充実を図るとともに 指標名（１）

備蓄品の良好な状態を維持する。事
○街頭消火器や登録井戸の確保に努めるとともに常に使 指標説明業 用できる状態を保持する。

の 街頭消火器の設置本数○避難場所案内板、道路標識板の機能充実を図る。
指標名（２）概

要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○備蓄品の補充及び食料等の保存期限切れによる入

成果指標替
学校防災倉庫の充実数(累計数)○街頭消火器の維持管理 指標名（１）

○生活用水井戸の整備補助
学校防災倉庫のうち棚の設置など改善を行った箇所○避難場所への案内板の維持補修 指標説明

○防災関連施設の整備
備蓄食料品の入れ替え率指標名（２）

入れ替え予定の備蓄食料品について賞味期限内の入れ替指標説明
え率

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度平成26年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

か所活動指標（１） 1 100.095 94 94 94 94 960

本活動指標（２） 2 97.95,452 5,500 5,404 5,500 5,386 5,500指
か所標 成果指標（１） 3 53 58 57 63 61 65 96.8

品目％4成果指標（２） 0.00 0 0 0 100 100

平成28年度千円5 96.1事業費 123,995189,082176,839283,474272,482206,204予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項

（内）委託費 7 千円 11,391 15,260 13,661110,025104,05326,896

8 人 5.03 4.00 4.80 3.50 3.58 2.50常勤職員数
職
再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.50 0.37 0.00

数
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00非常勤職員数 人10

総 常勤職員分 千円11 44,314 35,240 41,986 30,615 30,652 21,405
人事
件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 2,070 1,624 0

費 費
千円非常勤職員分 13 0 0 0 0 0 0・

コ 総事業費 168,309224,322218,825316,159304,758227,60914 千円ス (5+11+12+13)
ト 単位当たりコスト 1,771,6742,386,4042,327,9263,363,3943,242,106237,09315 円((14-6）÷1)把
握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 0 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 0 0 0 0 0 018 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 0 0 0 0 0 020 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 168,309224,322218,825316,159304,758227,60921 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）

IP27PA10



平成29年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 046

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

292,582件 61,296備蓄品の入替補充平
成

5,451 件 33,047街頭消火器の維持管理2
（１）主な取組8

22 件 17,487生活用水井戸の整備年
度

2 所 90,546災害備蓄倉庫の整備（（仮称）下高井戸公園及び（仮称）馬橋複合施設）の
事

その他（案内板の維持補修、防災関連施設の整備 70,106）業
実 　備蓄品については、消費期限による入替えや車椅子補助装置等の新規配備などを行いました。また
施 、帰宅困難者対策として、区立小中学校の児童・生徒や教職員の食糧と飲料水の備蓄を進めました。
状 　街頭消火器については、維持管理を行うとともに、格納箱をより耐久性や視認性が高いポリカーボ（２）事業実績況 ネート樹脂製に順次変更しています。

　震災時に生活用水を確保するため、スタンドパイプを活用した給水設備を配備しました。

　阪神淡路大震災や東日本大震災等を教訓とした帰宅困難者対策や災害時要配慮者支援など新たな課
題への対応による備蓄品の充実を進めています。また、備蓄品の機能・性能の向上や製品開発なども
進んでいます。街頭消火器は、家屋の建て替え等により撤去や廃止となるものが増えており、年々減

事業開始当初から 少傾向となっています。今後も、街頭消火器の必要性を説明し設置協力依頼を行っていきます。
現在までの変化

事
業

　熊本地震以降マスコミ報道などから、避難所の体制や食糧備蓄量、更にその内容に関する問い合わ環
せが増えるとともに、区の関連部署から、当該施設利用者向けの防災イベントへの派遣依頼が増えて

境 います。事業に対する意見
の
（事業に対する期待・

変
　要望・苦情など）

化
と
方
向

　新たな製品開発等により様々な設備、備蓄品の充実が進んでいくことが予想されます。今後、区が性
進める災害対策に見合った備蓄品の配備を計画的に進めていくことが課題となっています。

今後（3～5年）の予測
と方向性

　災害用の備蓄物品は進化が著しく、保存期間を15年間とする飲料水をはじめ、よりコンパクトで利
便性の高い製品などが次々と開発されています。これまでも個々の備蓄品の必要性や保管スペースも
考慮しながら、品目・数量の見直しを行い、入替えを行ってきました。引き続き震災救援所運営に有
効な資器材を見極め、かつ、計画的な入替えを行い、常に使用可能な状況を確保すること及び必要な評価と課題 物資を必要な場所に効率的に供給する方法を検討していきます。
　帰宅困難者対策については、民間事業者との協定や区立施設の指定により一時滞在施設の確保を進
めていますが、備蓄品の保管スペースや人員体制の確保が難しい状況にあります。また、駅周辺にお
ける滞留スペースや避難誘導のための人員の確保も課題であり、対応策を検討していきます。

Ⅰ 事業コストの方向性 現状維持
翌年度予算の方向性

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

翌 　学校防災倉庫がない学校や十分な備蓄スペースを確保できていない学校が多いため、学校内及び学
校周辺に必要最低限の備蓄品を置くことができるよう、学校関係者、教育委員会等と調整を図ってい年
きます。また、建物安全確認の関係から、初動対応として学校敷地内に平屋の外倉庫を整備していき度
ます。の

翌年度予算の方向性の 　帰宅困難者対策につきましては、民間事業者との連携や区立施設の活用により、一時滞在施設の確方
理由・内容 保を進めるとともに、駅周辺滞留者対策連絡会において、商店街や交通事業者などと実効的な行動ル針

ールを確立するため課題解決に取り組んでいきます。

IP27PA11



平成29年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00046

事務事業名称 02項 目 08 整理番号款 01 事業 010 047東日本大震災復興等支援

連絡先 昨年度
現担当課名 防災課 係名 管理係 3602 047整理番号電話番号

上位施策No・施策名 02減災の視点に立った防災対策の推進 予算事業区分 臨時事業

事業開始 平成22年度

平成28年度
防災課 事業評価区分 一般

担当課名

対象 災害対策基本法・災害救助法根拠 （１）平成23年3月11日に発生した東日本大震災により被災し 法令た住民及び自治体。区民及び区。
等

杉並区及び南相馬市の災害時相互援助に関する協定（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
被災自治体等への延べ職員派遣人数務 ○災害時相互援助協定を締結している福島県南相馬市の 指標名（１）

復旧・復興を支援する。事
○東日本大震災の記憶を風化させることなく、新たな災 指標説明業 害に備え、地域の防災力を高める。

の
指標名（２）概

要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○災害時相互援助協定を締結している福島県南相馬

成果指標市への状況に応じた支援
被災自治体等への延べ職員派遣人数○式典「３．１１を忘れない」の開催 指標名（１）

指標説明

式典「３．１１を忘れない」参加者数指標名（２）

指標説明

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度平成26年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

人活動指標（１） 1 0.02,920 0 2,920 0 3,041 0

活動指標（２） 2指
人標 成果指標（１） 3 2,920 0 2,920 0 3,041 0 0.0

人4成果指標（２） 0.0510 0 430 0 460 500

平成28年度千円5 94.6事業費 3,011 5,076 1,972 4,240 4,011 3,240予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項

（内）委託費 7 千円 411 636 623 906 843 0

8 人 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10常勤職員数
職
再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

数
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00非常勤職員数 人10

総 常勤職員分 千円11 881 881 875 875 856 856
人事
件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 0 0 0

費 費
千円非常勤職員分 13 0 0 0 0 0 0・

コ 総事業費 3,892 5,957 2,847 5,115 4,867 4,09614 千円ス (5+11+12+13)
ト 単位当たりコスト 1,333 0 975 0 1,600 015 円((14-6）÷1)把
握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 0 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 0 0 0 0 0 018 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 0 0 0 0 0 020 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 3,892 5,957 2,847 5,115 4,867 4,09621 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）

IP27PA10



平成29年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 047

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

23 人 1,903被災地職員派遣（旅費）平
成

1 回 1,531式典「３．１１を忘れない」の開催2
（１）主な取組8

年
度
の
事

その他（被災地等出張 577）業
実 　南相馬市からの支援要請に対して事務・建築・土木技術の職員8名の派遣と、平成29年度は熊本地
施 震に伴い支援物資の運搬や被害状況調査で職員15名を派遣しました。
状 　また、東日本大震災の記憶を風化させず、首都直下地震などの災害に備えるため、式典「３．１１（２）事業実績況 を忘れない」を開催しました。

　被災者向けの避難所は、仮設住宅や県外の住宅を仮設住宅と認定する等の措置により、当初の避難
所の役割を終えたため、平成23年10月に閉鎖しました。また、被災地が復興段階へ本格移行すること
に伴い、人的支援の必要性が高くなったため、職員派遣を中心に支援を行っています。

事業開始当初から
現在までの変化

事
業

　地震、津波、原子力発電所の放射能汚染という複合的被害を受けている福島県南相馬市から、災害環
時相互援助協定に基づいて、支援継続の要望が寄せられています。

境
事業に対する意見

の
（事業に対する期待・

変
　要望・苦情など）

化
と
方
向

　南相馬市では、被災地域の復興が本格化する中、事務処理量の多さから慢性的に人手が不足し、復性
興に向けた人的支援が必要な状況にあり、引き続き協力要請がなされています。

今後（3～5年）の予測
と方向性

○南相馬市の要請に基づき杉並区から派遣している職員が復興業務に従事し、市からは高い評価を得
ており、平成29年度においても引き続き派遣を継続しています。
○東日本大震災の教訓を風化させない取り組みとして、式典「３．１１を忘れない」を開催していま
すが、首都直下地震の発生が懸念される中、今後とも大震災を風化をさせない取り組みを継続してい評価と課題 く必要があります。

Ⅰ 事業コストの方向性 現状維持
翌年度予算の方向性

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 実施主体の見直し

翌 ○東日本大震災から6年が経過し、被災地における復興は着実に進んでいますが、南相馬市では原発
事故の影響もあり復興が完了するまで長期化が予想されます。今後とも南相馬市からの要請などによ年
り、きめ細やかな支援を引き続き行っていきます。度
○これまで、式典「３．１１を忘れない」を開催してきました。東日本大震災の経験や教訓を風化さの

翌年度予算の方向性の せない取り組みとして、地域団体や教育現場と連携しながら継続していきます。方
理由・内容針

IP27PA11



平成29年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00638

事務事業名称 02項 目 08 整理番号款 01 事業 011 048防災行政無線デジタル化整備

連絡先 昨年度
現担当課名 防災課 係名 情報通信担当 3605 048整理番号電話番号

上位施策No・施策名 02減災の視点に立った防災対策の推進 予算事業区分 投資事業

事業開始 平成26年度 実行計画事業 目標01 施策 02 計画事業 02 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

平成28年度
防災課 事業評価区分 一般

担当課名

対象 杉並区固定系防災行政無線局運用要綱根拠 （１）区内全体の区民 法令
等

社会資本整備総合交付金交付要綱（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
拡声子局の整備数務 ○災害時の情報収集を迅速かつ的確に行い、区民に対し 指標名（１）

被害状況や避難勧告等の必要な情報を伝達し、情報不足事
によるパニック発生を防止する。 指標説明業

の 戸別受信機の設置・整備数
指標名（２）概

要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○大地震等発災時における区民への迅速かつ正確な

成果指標災害情報の伝達を行うための機器の整備・管理
同報系防災行政無線放送塔からの放送が、聞指標名（１） こえない問い合わせ者数

指標説明

指標名（２）

指標説明

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度平成26年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

箇所活動指標（１） 1 100.0124 125 125 126 126 0

箇所活動指標（２） 2 100.0110 310 310 300 300 0指
人標 成果指標（１） 3 100 100 50 25 15 0 60.0

4成果指標（２）

平成28年度千円5 100.0事業費 308,371246,945246,944313,221313,221 0予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項
平成28年度で事業完了

（内）委託費 7 千円 308,371246,945246,944313,221313,221 0

8 人 1.40 1.00 1.09 1.00 1.00 0.00常勤職員数
職
再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

数
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00非常勤職員数 人10

総 常勤職員分 千円11 12,334 8,810 9,534 8,747 8,562 0
人事
件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 0 0 0

費 費
千円非常勤職員分 13 0 0 0 0 0 0・

コ 総事業費 320,705255,755256,478321,968321,783 014 千円ス (5+11+12+13)
ト 単位当たりコスト 2,586,3312,046,0402,051,8242,555,3022,553,833 015 円((14-6）÷1)把
握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 98,736 0 0 0 140,071 017 千円

都からの補助金等 0 0 0 0 0 018 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 98,736 0 0 0 140,071 020 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 221,969255,755256,478321,968181,712 021 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）

IP27PA10



平成29年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 048

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

353 か所 308,355防災行政無線デジタル化整備工事（無線放送搭・戸別受信機等の設置）平
成

1 件 4,866防災行政無線デジタル化整備工事監理委託2
（１）主な取組8

年
度
の
事

その他（ ）業
実 　平成26年度から平成28年度まで、防災行政無線のデジタル化を実施しました。平成28年度は、無線
施 放送塔は、新設１か所（与謝野公園）を含む52か所をデジタル化しました。また、デジタル化戸別受
状 信機を保育施設等300か所に設置しました。その他、視覚的に情報伝達ができる電光表示局をＪＲ荻（２）事業実績況 窪駅北口ロータリーに設置しました。

　熊本地震や局地的な大雨等の自然災害の発生により、防災情報への関心が高まってきており、同報
系防災行政無線の重要性が再認識されています。

事業開始当初から
現在までの変化

事
業

　同報系行政無線局から放送する内容について、聞き取りにくいとの苦情が寄せられています。環
境
事業に対する意見

の
（事業に対する期待・

変
　要望・苦情など）

化
と
方
向

　熊本地震や局地的な大雨等の自然災害の発生により、防災情報への関心が高まってきており、同報性
系防災行政無線の重要性が再認識されています。今後については、区民にとって身近で有効な伝達媒
体である携帯電話やスマートフォン等の情報通信機器を活用し情報収集を行う区民が増加していくと
思われます。今後（3～5年）の予測

と方向性

　防災行政無線のデジタル化は完了しましたが、気密性の高い家屋や高層マンションによる遮音など
により、無線放送塔からの放送内容が聞き取りにくい家屋や地域があり、今後も増えていくと考えら
れます。このため、災害時における情報伝達について、引き続き対策を講じていきます。

評価と課題

Ⅰ 事業コストの方向性 その他・対象外
翌年度予算の方向性

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 対象外

翌 　防災行政無線のデジタル化事業については、平成28年度で終了しましたが、今後についても災害情
報が迅速かつ正確に伝達できるように、防災行政無線システムの維持、管理を図っていきます。特に年
、無線放送塔からの放送が聞き取りにくい地域にについて調査等を実施し、無線放送塔の方向・音量度
の調整、無線放送塔の新設等、対策を講じていきます。その他、無線放送塔からの放送を補完する手の

翌年度予算の方向性の 段として整備した「災害・防災情報メール」配信サービス、「災害気象電話通報サービス」、「電話方
理由・内容 応答サービス」の周知に努めていきます。針
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平成29年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00706

事務事業名称 05項 目 01 整理番号款 03 事業 004 418道路台帳の整備①

連絡先 昨年度
現担当課名 土木管理課 係名 道路台帳係 3406 413整理番号電話番号

上位施策No・施策名 02減災の視点に立った防災対策の推進 予算事業区分 既定事業

事業開始 平成27年度 実行計画事業 目標01 施策 02 計画事業 05 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

平成28年度
土木管理課 事業評価区分 一般

担当課名

対象 根拠 （１）区内被害状況等の災害情報の収集者と発信者 法令
等

（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
防災地図アプリのダウンロード数務 ○災害時の最新の被害状況や避難経路の情報を発信・共 指標名（１）

有する。事
指標説明業

の
指標名（２）概

要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○被害状況等をスマートフォン等のアプリケーショ

成果指標ン（防災地図アプリ）で情報提供を受けGISで速や
かに把握する。 指標名（１）

指標説明

指標名（２）

指標説明

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度平成26年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

活動指標（１） 1 26.50 4,580 10,000 2,654 10,000

活動指標（２） 2指
標 成果指標（１） 3

4成果指標（２）

平成28年度千円5 101.1事業費 57,348 57,299 14,904 15,066 30,197予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 特記事項
平成27年度は防災地図

（内）委託費 7 千円 57,348 57,299 14,904 15,066 30,197アプリ「すぎナビ」の
構築を行った。平成28

8 人 1.00 1.00 0.30 0.30 0.30常勤職員数 年度は保守業務のため職
事業費は減となる。再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

数 成果指数は災害が発生0.00 0.00 0.00 0.00 0.00非常勤職員数 人10
したことが前提となる

総 ため記載しない。常勤職員分 千円11 8,810 8,747 2,624 2,569 2,569
人事
件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 0 0

費 費
千円非常勤職員分 13 0 0 0 0 0・

コ 総事業費 66,158 66,046 17,528 17,635 32,76614 千円ス (5+11+12+13)
ト 単位当たりコスト 0 14,421 1,753 6,645 3,27715 円((14-6）÷1)把
握 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 0 0 0 0 018 千円財
源 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 0 0 0 0 020 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 66,158 66,046 17,528 17,635 32,76621 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）
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平成29年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 418

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

15,066災害時情報共有システム構築平
成
2
（１）主な取組8

年
度
の
事

その他（ ）業
実 防災地図アプリ「すぎナビ」の運用、及び普及啓発を行いました。
施
状
（２）事業実績況

　平成27年11月に防災地図アプリ「すぎナビ」の運用を開始し、アプリの普及啓発活動を進めていま
す。

事業開始当初から
現在までの変化

事
業

　防災地図アプリ「すぎナビ」の動作の不具合が発生する。環
境
事業に対する意見

の
（事業に対する期待・

変
　要望・苦情など）

化
と
方
向

　防災地図アプリ「すぎナビ」のバージョンアップを行いながら、不具合を解消します。また、英語性
化対応などの機能拡充も進めていきます。

今後（3～5年）の予測
と方向性

防災地図アプリ「すぎナビ」は災害時に避難所や安全な避難経路、危険な場所の写真投稿などの情報
を入手できます。また、平常時には電子地図サービスとして公共施設案内などが利用できます。アプ
リのダウンロード数を一層増やすため、多様化する利用者のニーズに合わせ更なる機能拡充が望まれ
ます。評価と課題

Ⅰ 事業コストの方向性 現状維持
翌年度予算の方向性

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

翌 平成30年度の経費については現状維持とし、引き続き多言語化や投稿機能の追加など、防災地図アプ
リ「すぎナビ」の機能の充実を図っていきます。また、チラシの作成や総合震災訓練・すぎフェスな年
どのイベントに積極的に参加し、普及啓発に努めていきます。度

の
翌年度予算の方向性の方
理由・内容針
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